契約書
１　契約名

　　自動四輪車取集委託契約
２　委託契約金額（予定）
　　金　　　　円也（消費税及び地方消費税額を除く。）
３　委託料の算出

(1) 本契約により支払う委託料は、本契約期間中（契約期間が１か月を超える場合は１か月ごと）の委託内容の履行の実績、支社長が定める委託料の算出上必要な条件に従い受託者が作成する算出内訳調書（以下「算出内訳調書」という。）に定める月額及び本契約の規定に基づき算出する。
　　　なお、委託内容の履行の際、交通費（都道府県警が定める重点路線及び重点地域における駐車場料金等を含む。以下同じ。）を要した場合は、その実費額を支払う。

(2) 月の途中において本契約を締結し、解除し、又は変更したときは、日割計算により委託料を算出する。この場合において、委託料の金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとし、委託料の金額が１円未満であるときは、その金額を１円として計算するものとする。

(3) 第７条の規定により委託内容を臨時変更したときは、支社長は、当該変更した委託内容の履行実績及び算出内訳調書に定める算出基準額に基づき算出する委託料並びに交通費の実費額を受託者に支払う。
(4) 受託者が委託内容を休止したときは、当該休止した委託内容及び算出内訳調書で定める算出基準額に基づき算出する金額をその月の委託料から減額する。ただし、災害その他受託者の責に帰しがたい事由により委託内容を休止した場合は、支社長は、委託料のうち、当該休止した委託内容に係る算出内訳調書で定める距離加算額に相当する額を委託料から減額する。
上記契約を履行するにつき、日本郵便株式会社を甲とし、○○○○○○を乙として、次の条項により契約する。

（契約の目的）

第１条 乙は、本契約書のほか、本契約書に附属する仕様書（仕様書に添付された文書等を含め、以下「仕様書等」という。）に定める委託内容を契約期間の間履行し、甲は、委託料及び交通費その他の仕様書等に定める費用（以下「委託料等」という。）を乙に支払うものとする。

　

（善管注意義務）
第２条　乙は、関係法令を遵守し、及び善良な管理者の注意をもって本契約を履行するものとする。

（秘密の確保及び個人情報保護）
第３条　乙は、仕様書等で定める委託内容に係る郵便物又は荷物（以下「委託対象物」という。）の有無、内容、差出人及び受取人の氏名及び住所又は居所、取扱年月日、種類、個数その他委託対象物に関して知り得た一切の秘密を守らなければならない。

２　乙は、甲から提供された個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。）の取扱いについては、別紙１「個人情報取扱手続」に従わなければならない。
３　乙は、自己又は委託内容に従事する乙の使用人（次条第２項の規定により再委託を受けた者及びその使用人を含む。以下「従事員」という。）が前二項に違反して甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

４　本条の規定は、本契約終了後においても、有効に存続する。
（再委託等）
第４条　乙は、次項の規定による場合を除き、委託内容について第三者への委託（以下「再委託」という。）をしてはならない。

２　乙は、あらかじめ別紙２「再委託承認願」を甲に提出し、甲の承認を得た場合に限り、委託内容の一部について再委託をすることができる。この場合において、乙は、再委託を受ける者に対し、本契約における乙の履行義務と同等の義務を課し、及びその旨を契約書において明示しなければならない。

３　前項の規定により乙が再委託をした場合であっても、乙は、再委託を受けた者（その使用人を含む。）の行為について一切の責任を甲に対して負うものとする。
４　乙は、第２項の規定による再委託を受けた者（以下「再委託先」という。）に第三者への委託をさせてはならない。
（権利・義務の譲渡）
第５条　乙は、本契約によって生ずる権利、義務の全部又は一部を担保の用に供し、又は第三者に譲渡し、若しくは承継させないものとする。ただし、乙が書面により申し出た場合において、甲が承認したときは、この限りでない。
（委託内容の一部変更）
第６条　委託対象物の増減その他の事由により、甲から委託内容の一部変更を申し出たときは、乙はこれに応じ、本契約を変更する。

２　前項の規定により本契約を変更した場合において、甲は、これにより生じた乙の損害を賠償しない。

（委託内容の臨時変更）
第７条　委託対象物の増減その他の事由により、甲又は取集受持局（仕様書等に定める取集受持局をいう。以下同じ。）から委託内容の臨時変更を申し出たときは、乙はこれに応じる。

（特別の費用の支払）
第８条　交通事情、災害その他の事由により委託内容の履行に支障が生じた場合において、仕様書等に定めるところにより、甲の指示に従うため乙に特別の費用が生じたときは、甲は、当該特別の費用を乙に支払う。ただし、乙の責めに帰すべき事由により生じたものは、この限りでない。
（委託内容完了の届出及び検査）
第９条　乙は、月ごとに、委託内容の履行を完了したときは、甲の指示するところにより、当該履行をした月の翌月の初日から起算して２日（土曜日、日曜日及び休日の日数は、算入しない。）以内にその旨を書面により甲に届け出なければならない。この場合において、甲から支払を受けるべき交通費があるときは、その実費額を当該書面に併せて記載するものとする。

なお、乙は、交通費を支払ったときは、甲の指示するところにより、領収書を取集受持局に提出するものとする。

２　甲は、前項の規定による届出を受け付けたときは、遅滞なく当該届出の内容を検査し、乙にその結果を通知する。この場合において、甲は、必要と認めるときは、次条第２項又は第３項の規定により支払うべき委託料の金額その他の委託料又は交通費の支払の請求に関する事項を併せて通知するものとする。

３　甲は、前項の検査を行うために必要な資料の提出を乙に求めることができる。この場合において、乙は、当該資料の提出を拒むことができない。

（委託料の支払）
第１０条　乙は、前条第２項の通知に基づき、前月分の委託料等について、第７条の規定による臨時の委託内容に係るものとその他のものを区別して、それぞれ支払請求書を発行し、当月の初日から起算して４日（土曜日、日曜日及び休日の日数は、算入しない。）以内に甲に提出して適切な支払を請求するものとする。この場合において、甲から支払を受けるべき交通費があるときは、その実費額を委託料と区別してそれぞれの支払請求書に併せて記載するものとする。

２　甲は、毎月の委託料等について、履行をした月の翌月25日（同日が土曜日、日曜日又は休日の場合は前営業日）に乙に支払うものとする。
（委託料の変更）

第１１条　物価の変動等により委託契約金額が著しく不当となったときは、甲又は乙は、相手方に対し、その変更につき協議を求めることができる。
（従事員の交代）

第１２条　甲は、従事員について、業務効率、業務遂行の適正性等の観点から委託内容の履行に支障をきたすと認めた場合、乙に対してその従事員の交代を要求することができる。この場合において、乙は、甲の要求に合理的な理由がないことを立証した場合を除き、これを拒むことができないものとする。
（損害賠償）
第１３条　乙は、委託対象物を滅失し、若しくは毀損し、又はその送達を遅延させたときその他本契約の定めに従った取扱いを行わなかったときは、甲に生じた一切の損害を賠償しなければならない。ただし、乙が災害その他自己の責めに帰すべき事由がないことを立証したときは、この限りでない。

２　乙が、仕様書等に定める車両認識物品、胸章等又は業務用物品を滅失し、又は毀損したときも、前項と同様とする。
３　前二項の規定その他本契約の特段の定めによるほか、乙は、委託内容の実施につき甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、乙がその責めに帰すべき事由がないことを立証したときは、この限りでない。 

４　乙は、委託内容の実施につき交通事故その他乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えたときは、乙の負担においてその損害を賠償しなければならず、かかる事由又は損害に関連して、甲に負担を一切負わせてはならない。

５　本条の規定は、本契約の終了後においても、有効に存続する。

（損害賠償後の委託対象物の発見等）
第１４条　乙は、前条第１項又は第２項の規定により損害を賠償した後、当該損害に係る委託対象物又は仕様書等に定める車両認識物品、胸章等若しくは業務用物品の全部又は一部を発見したときは、直ちにこれを甲に返付しなければならない。

（違約金）
第１５条  乙は、第１９条第１項第３号、第４号、第１４号又は第１５号に該当するときであって、甲が乙の情状により本契約を継続するも委託業務に支障がないと認め、本契約を解除しないときは、乙は、甲の指示するところにより、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に掲げる金額の100分の20に相当する金額を限度とする違約金を支払わなければならない。ただし、乙の責めに帰しがたい事由があるときは、甲はその全部又は一部を免除する。
　(1) 違約金を支払うべき債務不履行の事実があった日の属する月（以下「基準月」という。）の前の委託料の支払があった月（以下「支払月」という。）の数が３以上である場合　基準月の直近の前３支払月の委託料の平均額
　(2) 支払月の数が２である場合　基準月の直近の前２支払月の委託料平均額

　(3) 支払月の数が１である場合　基準月の直近の前支払月の委託料の金額
　(4) 支払月の数が零である場合　基準月の委託料の金額

２　前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

３　本条の規定は、本契約の終了後においても、有効に存続する。

（遅延利息）
第１６条　乙が第１３条、前条、次条第１項又は第１９条第２項若しくは第４項の規定による違約金又は賠償金を甲の指定する期間内に支払わない場合には、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、その額に対し、年３％の割合で計算した額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 
　また、１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。
２　前項の規定により算定した額が100円未満である場合には、乙はその支払を要しない。
（入札談合等の不正行為に対する違約金）

第１７条　乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、違約金として契約金額（契約期間の終期まで継続した場合に甲が支払う金額とする。）の100分の20に相当する金額を、甲の指定する期間内に甲に対して支払うものとする。ただし、第１号から第３号までの規定のうち、排除措置命令、納付命令又は競争回復措置命令の対象となる行為が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15号）第６項に規定する不当廉売であるときその他甲が特に認めるときは、この限りでない。
(1) 公正取引委員会が、乙又は乙を構成事業者とする事業者団体に違反行為があったとして独占禁止法第４９条に規定する排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。
(2) 公正取引委員会が、乙又は乙を構成事業者とする事業者団体に違反行為があったとして独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。
(3) 公正取引委員会が、乙に独占的状態があったとして、独占禁止法第６４条第１項に規定する競争回復措置命令を行い、当該競争回復措置命令が確定したとき。
(4) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人その他の従業者を含む。次号において同じ。）の独占禁止法第８９条第１項、第９０条若しくは第９５条（独占禁止法第８９条第１項又は第９０条に規定する違反行為をした場合に限る。）に規定する刑又は刑法（明治40年法律第45号）第９６条の６若しくは第１９８条に規定する刑が確定したとき。
(5) 乙の日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）第２０条第１項に規定する刑が確定したとき。
２　前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。
３　本条の規定は、本契約の終了後においても、有効に存続する。

（反社会的勢力の排除）
第１８条　乙は、自己若しくは自己の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代理人、使用人その他の従業者をいう。以下同じ。）又は再委託先若しくはその役員等が次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
(1) 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下本項において「暴力団等」という。）であること。
(2) 暴力団等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
(3) 暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
(4) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係を有すること。
(5) 暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
(6) 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
２　前項第１号の規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 暴力団　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。
(2) 暴力団員　暴力団の構成員をいう。
(3) 暴力団準構成員　暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがある者又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力する者のうち暴力団員以外のものをいう。
(4) 暴力団関係企業　暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に資金提供を行うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。
(5) 総会屋等　総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。
(6) 社会運動等標ぼうゴロ　社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。
(7) 特殊知能暴力集団等　第１号から前号までに掲げる者以外のものであって、暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。
３　乙は、自己若しくは自己の役員等又は再委託先若しくはその役員等が、自ら又は第三者を利用して、次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約する。
(1) 暴力的な要求行為
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて甲の信用を毀損し、又は甲の業務を妨害する行為
(5) その他前各号に準ずる行為
（契約の解除等）
第１９条　次の各号の一に該当するときは、甲は、何らの催告なしに直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。この場合において、乙に損害が生じても、甲はこれを賠償しない。
　(1) 乙が解約を申し出たとき。
　(2) 乙が委託内容を拒み、又は故意にその委託内容を遅延させたとき。
　(3) 乙が委託内容につき所定の手続を怠り、故意に粗雑に履行し、又はその他委託内容の安全、正確かつ迅速な履行に支障があると甲が認めるとき。
　(4) 乙が故意又は過失により、甲に対し損害を与えたとき。
　(5) 乙による郵便法（昭和22年法律第165号）第４条違反の行為等によって、乙との信頼関係が損なわれたと甲が認めたとき。
(6) 乙が第３条又は第４条第１項の規定に違反したとき。
(7) 乙若しくは乙の役員等又は再委託先若しくはその役員等が、前条第１項各号のいずれかに該当し、若しくは同条第３項各号のいずれかに該当する行為をし、又は同条第１項の規定に基づく表明及び確約に関して虚偽の申告をしたことが判明したとき。
(8) 乙が第１７条第１項の規定による違約金支払いの対象となる行為を行ったとき。
(9) 乙が甲又は日本郵政株式会社、その子会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第３項に規定する子会社に該当するものをいう。甲を除く。）若しくは関連会社（同規則第８条第５項に規定する関連会社に該当するものをいう。）との間の契約（本契約を除く。）において、重大な事由による取引停止となったとき。

(10) 乙が甲の信用を失墜させるような行為を行ったとき。
(11) 乙が仮差押え、仮処分、差押えその他の強制執行若しくは競売の申立て又は租税滞納処分を受けたとき。

(12) 乙が特別清算開始、破産手続開始、民事再生手続開始、若しくは会社更生手続開始の申立て又は事業再生ＡＤＲ制度の利用申請がなされるなど、経営状態が著しく不健全と認められるとき。

(13) 乙が制限行為能力者となり、又は居所不明になったとき。
(14) 乙が飲酒運転を発生させたとき
なお、飲酒運転とは、道路交通法第65条第１項違反に該当する行為とする（以下同じ。）。
(15) 第２号から前号までの各号のほか、乙が本契約で定めた事項に違反したとき。
２　前項の規定により甲が本契約を解除する場合（同項第１号の申出が解約する日の３か月前までにあった場合を除く。）には、乙は、第１５条の規定を準用し、違約金を支払うものとする。この場合において、「違約金を支払うべき債務不履行の事実があった日」とあるのは｢甲が本契約を解除をした日｣と読み替えるものとする。
３　前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。
４　甲は、第1項の規定により本契約を解除した場合、乙に対して自らに生じた損害の賠償を請求することができる。

５　甲は、第１項（第１号を除く。）の規定により本契約を解除する場合には、乙が甲との間で現に締結している他の契約を併せて解除することができる。この場合において、乙に損害が生じても甲はこれを賠償しない。

（事業計画の変更等による解除）
第２０条　甲は、前条に規定する場合のほか、事業計画の変更等に伴い必要がある場合には、３か月前までに予告して､本契約の全部又は一部を解除することができる。
２　前項の規定により本契約を解除した場合において、乙に損害が生じても甲はこれを賠償しない。
（乙の解除権）

第２１条　乙は、甲がその責めに帰すべき事由により、本契約上の義務に違反した場合においては、相当の期間を定めてその履行を催告し、その期間内に履行がないときに、本契約の全部又は一部を解除することができる。

２　前項の規定は、乙が乙に生じた実際の損害につき、賠償を請求することを妨げない。

３　前項の規定による損害賠償の請求は、解除の日から３０日以内に書面により行うものとする。

（相殺）
第２２条　本契約により、乙が甲に支払うべき金額があるときは、甲は、この金額を乙に支払う委託料等と相殺することができる。

（協議事項等）
第２３条　本契約に定めのない事項又は本契約に関する紛争若しくは疑義については、甲と乙との間においてこれを協議し、円満に解決するものとする。

２　万一、本契約に関して紛争が生じた場合は、名古屋地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（契約期間）

第２４条　契約期間は、仕様書のとおりとする。

２　前項の規定による期間満了の３か月前までに、甲又は乙から書面により契約期間の満了に伴う終了の通知をしないときは、翌年３月３１日まで本契約は存続するものとし、以降毎年同一の例による。ただし、最初の契約の効力発生の日から起算して４か年を超えないものとする。
３　第１項又は前項本文の規定による期間満了の３か月前までに甲又は乙から書面により契約期間の満了に伴う終了の通知をしたときであっても、甲と乙の協議により、その通知がなされた日の属する年度の次の年度の５月３１日を限度として、本契約を存続させることができるものとする。
本契約を証するため、この証書２通を作成し、双方記名押印の上各１通を保管する。

ただし、電磁的記録により本契約を締結する場合は、本契約を証するため、

この証書の電磁的記録を作成し、甲及び乙が合意の後電子署名を施した上、

各自その電磁的記録を保管する。この場合においては、この電磁的記録を原本とし、

同電磁的記録を印刷した文書はその写しとする。
　年　月　日
甲　住所　名古屋市中村区名駅一丁目１番１号ＪＰタワー名古屋

日本郵便株式会社

　　　　　　　東海支社長　大角　聡　
　　　　乙　住所

　　（　社　名　等　）（代表者）　　　 氏名　　　　　　

契約書（別紙１）

個人情報取扱手続
（総則）
第１条　乙が甲から委託内容の履行のために個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。）を提供された場合等における個人情報の取扱いは、この手続の定めるところによる。ただし、この手続に定めのない事項については、甲の指示するところによる。

（個人情報の利用）
第２条　乙は、委託内容の履行のために甲から提供された個人情報（以下「提供個人情報」という。）を本契約の履行に必要な範囲に限り、利用することができるものとする。
（個人情報の管理）
第３条　乙は、提供個人情報を管理するにあたっては、その漏洩、滅失、毀損及び盗難等の防止その他の個人情報の適切な管理について、次の措置を講じなければならない。

(1) 個人情報の取扱状況に関する点検及び監督についての内部規程の作成

(2) 個人情報の管理責任者及び取扱責任者の指定

(3) 各段階での乙又は従事員の役割及び責任の明確化
(4) 適切に個人情報を保管する場所（施錠機能を備えた保管庫等）の設置
(5) 台帳等による個人情報の取扱履歴の管理
(6) 従事員（派遣社員、アルバイト・パート社員を含む。）への個人情報保護に関する教育

(7) その他個人情報の管理に必要な措置
２　乙は、再委託をする場合は、個人情報の取扱いに関し、この手続の規定の趣旨を踏まえ、再委託先に対する必要かつ適切な監督をするものとする。

３　前項の場合において、乙は、再委託先との間で個人情報の管理方法について定めた書面（本契約書の規定に基づく個人情報に関する取扱い及び適合証明書を満たす内容のものに限る。）及び再委託先の社内規定等の書類をあらかじめ甲に提出し、甲の承認を得なければならない。
（個人情報の開示等の禁止）

第４条　乙は、委託内容に関して知り得た個人情報を第三者に開示し、又は不当な目的に使用してはならない。また、乙は、権限又は業務上の必要のない者が当該個人情報を知ることができないようにしなければならない。
（個人情報の授受）
第５条　乙は、甲又は従事員と提供個人情報の授受を行った場合は、台帳等に記録し、その履歴を確認できるようにしなければならない。
（提供個人情報の返還）
第６条　乙は、提供個人情報（第８条第１項ただし書の規定により複写又は複製したものを含む。）については、本契約が終了したときは、遅滞なく当社に返還しなければならない。
（個人情報の漏えい等発生時における対応）
第７条　本件業務において個人情報の漏えい、滅失、毀損又は盗難等が発生した場合、乙は、ただちに甲に当該事由が発生した日時、場所等を通知し、及び速やかに原因等を究明して当社に報告しなければならない。
２　前項の場合には、乙は、同項の規定によるほか、甲の指示に従わなければならない。

（個人情報の複写又は複製の禁止）
第８条　乙は、個人情報の複写又は複製をしてはならない。ただし、甲が承認した場合は、この限りでない。
２　前条の規定は、前項ただし書の規定により複写又は複製された個人情報に準用する。

（管理体制等の監査）
第９条　乙は、個人情報の管理責任者の指定等の個人情報の管理体制又は管理状況について、甲が定期に又は随時に書面等により行う監査に速やかに応じなければならない。
（コンピュータ等の使用）

第10条　乙は、コンピュータその他の情報処理端末機により個人情報を取り扱う場合は、パスワードの設定及び運用並びに起動時からの有効なウイルスチェックソフトウェアの稼動その他の個人情報を適切に管理するために必要な措置を講じなければならない。

契約書（別紙２）

　　　年　月　日　
　日本郵便株式会社
　　　　東海支社長　様
再委託承認願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受託者名及び代表者名）　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （住所又は所在地及び連絡先）　　　　　
貴社から自動四輪車取集委託契約（以下「本契約」といいます。）で受託した業務の一部を以下のとおり再委託したく、自動四輪車取集委託契約書第４条第２項の規定に基づき、再委託承認願を提出します。
業務の再委託に当たっては、再委託先に対して本契約における自己の履行義務と同等の義務を課し、その旨を再委託先との契約書において明示するとともに、再委託先（その従事員を含む。）の行為の一切の責任を当社が負うことといたします。

また、貴社から再委託先に対する実地監査の実施要請があった場合には、当社が実施する再委託先の実地監査に貴社が同行できることを確約し、必要な協力を行うことを誓約いたします。

なお、自動四輪車取集委託契約書第４条第４項に規定のとおり、再委託先に第三者への委託をさせないことを約束し、本書及び提出書類について虚偽の内容が判明した場合には、本書による再委託の承認取消、本契約の解除、損害賠償請求等がなされる場合があることを了承します。

おって、再委託の内容に変更が生じる場合は、改めて再委託承認願を提出して貴社の承認を得ることにいたします。
１　再委託先の事業者名及び代表者名（ふりがな）並びに代表者の生年月日
２　再委託先の事業所の所在地及び連絡先
３　再委託先の取集受持地域及び委託内容
（※再委託する区名・便名等を具体的に記入）
４　再委託に関する次の書類
(1) 再委託先との契約書
(2) 再委託先に対する管理体制（再委託先の履行状況を日々適切に確認できる体制）が整備されていることを証明する書類
(3) 再委託先における適合証明書及び適合証明書の別紙「落札者が提出を要する証明書一覧」の項番９～15に関する証明書類
(4) 事業所及び車庫の現況届、従事員の現況届、車両の現況届等

－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・
【日本郵便使用欄】
新規契約　・　既存契約　（契約番号：　　　　　　　　　　　　　　　）
